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アジア・ハイ・イールド債券ファンド
（毎月分配型） 円ヘッジコース
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1.相対的に⾼い利回り⽔準

2.外部要因に左右されにくい値動き

3.クーポン収入の積み上げ効果

お伝えしたい3つのポイント
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⽶国⻑期⾦利が急上昇したことなどから投資家のリスク回避姿勢が強まり、世界的株安
の流れとなっています。
このような環境の中、今後のアジア・ハイ・イールド債券ファンドの⾒通しに等をお伝えしま
す。
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近年アジアのハイ・イールド債券の利回りは⽶国・欧州のハイ・イールド債券と⽐較すると
相対的に⾼い利回りとなっています。

1.相対的に⾼い利回り

またアジア諸国の⾼い成⻑率などを背景に、アジア・ハイ・イールド債券の価格は世界のハ
イ・イールド債券市場の中でも特に堅調に推移していました。
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〜

※アジア・ハイ・イールド債券：JPモルガン・アジア・クレジット・インデックス(BB格以下・社債)、米国ハイ・イールド債券：ICE BofAML・USハイイールド・マス

ターⅡ・コンストレインド・インデックス 、欧州ハイ・イールド債券：ICE BofAMLヨーロピアン・カレンシー・ハイ・イールド・コンストレインド・インデックス

【 各国・地域のハイ・イールド債券の利回りの推移 】

・出所: Bloombergより作成  (2005年9⽉末＝100として指数化)

・期間: 2005年9⽉30⽇ 2018年2⽉28⽇

※アジア・ハイ・イールド債券および米国ハイ・イールド債券はドルベース、欧州ハイ・イールド債券はユーロベース
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2.外部要因に左右されにくい値動き
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〜

【 アジア・ハイ・イールド債券の推移と⾼値からの下落幅 】

・出所: Bloombergより作成  (アジア・ハイ・イールド債券は2005年9⽉末＝100として指数化)

・期間: 2005年9⽉30⽇ 2018年2⽉28⽇

※アジア・ハイ・イールド債券：JPモルガン・アジア・クレジット・インデックス(BB格以下・社債) (ドルベース)
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サブプライム問題

2007年〜

ギリシャ危機

2010年

リーマンショック

2009年9月

米国債格下げショック

2011年8月

資源安

2015年

中国⼈⺠元切り下げ

2015年8月

バーナンキショック

2013年5月

トランプ・ショック

2016年11月

ブレクジット

2016年6月

⽶国⾦利上昇

2018年2月

過去の世界的に大きな相場下落局⾯においても、アジア・ハイ・イールド債券は、一時的
な影響はあったものの、その後は概ね堅調な値動きを維持していました。また他の資産と
⽐較しても相対的に短い期間で下落前の⾼値⽔準まで回復していることがわかります。
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中国株や原油価格が下落した局⾯においても、アジア・ハイ・イールド債券は概ね堅調に
推移していました。

アジア地域のデフォルト率は世界の中でも低位で推移しています。中国の不動産市況も
落ち着きを取り戻していることから、アジア・ハイ・イールド債券は引き続き魅⼒的な投資対
象と考えます。

〜

・出所: Bloombergより作成  (2005年9⽉末＝100として指数化)

【 アジア・ハイ・イールド債券と原油価格や中国株式の推移比較 】

・期間: 2005年9⽉30⽇ 2018年2⽉28⽇

※アジア・ハイ・イールド債券：JPモルガン・アジア・クレジット・インデックス(BB格以下・社債)(ドルベース)、原油価格：Generic 1st CL Future(ドルベー

ス)、中国株式：上海総合指数(中国⼈⺠元ベース)
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3.クーポン収入の積み上げ効果

円ヘッジコースの基準価額(税引前分配⾦再投資)の変動要因(下図参照)をみると、ア
ジア・ハイ・イールド債券のインカム収入が主なプラス要因として寄与しています。米国国債
等と⽐較して相対的に⾼い利回りが期待できるアジア・ハイ・イールド債券のインカム収入
の積み上げにより、今後も中⻑期的には良好なパフォーマンスが期待できると考えています。
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〜

【 基準価額(税引前分配⾦再投資)の変動要因分析：アジア・ハイ・イールド債券ファンド(円ヘッジコース) 】

※当資料の変動要因分析値は簡便法に基づく概算値であり、実際の基準価額の変動要因を正確に説明するものではありません。あくまで傾向を知るための参

考値としてご覧ください。また、計算式や分類等は過去に遡って予告なく変更される場合があります。

※過去のデータに基づいて作成したものであり、将来の運用成果等を示唆あるいは保証するものではありません。

・出所: Bloomberg等より作成

・期間: 2012年1⽉25⽇ 2018年2⽉28⽇
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※JPモルガンGBI-EM Broad Asia インデックス、JPモルガン・アジア・クレジット・インデックス（BB格以下・社債）、JPモルガンEMBI
Global Total Return Indexは、ジェー・ピー・モルガン・セキュリティーズ・インクが公表しているインデックスであり、その著作権および知的
財産権は同社に帰属します。
※ICE BofAMLヨーロピアン・カレンシー・ハイ・イールド・コンストレインド・インデックス、 ICE BofAML・USハイ・イールド・マスターⅡ・コンスト
レインド・インデックスは、ICE Data Indices, LLCが算出するインデックスです。当該指数に関する⼀切の知的財産権その他⼀切の権利
は同社に帰属します。
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当資料は損保ジャパン⽇本興亜アセットマネジメント株式会社（以下、弊社）により作成された情報提供資料であり、
法令に基づく開⽰書類ではありません。投資信託は⾦融機関の預⾦と異なりリスクを含む商品であり、運用実績は市場
環境等により変動します。したがって、元本、分配⾦の保証はありません。信託財産に⽣じた利益および損失は、すべて
受益者に帰属します。投資信託は、預⾦や保険契約と異なり、預⾦保険・保険契約者保護機構の保護の対象ではあ
りません。証券会社以外の登録⾦融機関でご購⼊いただいた投資信託は、投資者保護基⾦の保護の対象ではありま
せん。当資料は弊社が信頼できると判断した各種情報に基づいて作成されておりますが、その正確性や完全性を保証す
るものではありません。当資料に記載された意⾒等は予告なしに変更する場合があります。また、将来の市場環境の変
動等により、当該運⽤⽅針が変更される場合があります。投資信託の設定・運⽤は委託会社が⾏います。お申込みの
際には、投資信託説明書（交付⽬論⾒書）をあらかじめまたは同時にお渡ししますので、詳細をご確認の上、お客さま
自身でご判断ください。なお、お客さまへの投資信託説明書（交付⽬論⾒書）の提供は、販売会社において⾏います。
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■販売会社（順不同、○は加⼊協会を表す） 2018年2⽉28⽇ 現在

販売会社名 区分 登録番号
日本証券業

協会

一般社団法人

日本投資顧問

業協会

一般社団法人

⾦融先物取引

業協会

一般社団法人

第⼆種⾦融商

品取引業協会

備考

株式会社ＳＢＩ証券 ⾦融商品取引業者 関東財務局⻑(⾦商)第44号 ○ ○ ○

カブドットコム証券株式会社 ⾦融商品取引業者 関東財務局⻑(⾦商)第61号 ○ ○

あかつき証券株式会社 ⾦融商品取引業者 関東財務局⻑(⾦商)第67号 ○ ○ ○

⽴花証券株式会社 ⾦融商品取引業者 関東財務局⻑(⾦商)第110号 ○ ○

第四証券株式会社 ⾦融商品取引業者 関東財務局⻑(⾦商)第128号 ○

日産証券株式会社 ⾦融商品取引業者 関東財務局⻑(⾦商)第131号 ○ ○

フィデリティ証券株式会社 ⾦融商品取引業者 関東財務局⻑(⾦商)第152号 ○

楽天証券株式会社 ⾦融商品取引業者 関東財務局⻑(⾦商)第195号 ○ ○ ○ ○

髙木証券株式会社 ⾦融商品取引業者 近畿財務局⻑(⾦商)第20号 ○

内藤証券株式会社 ⾦融商品取引業者 近畿財務局⻑(⾦商)第24号 ○

株式会社みずほ銀⾏ 登録⾦融機関 関東財務局⻑(登⾦)第6号 ○ ○ ○

みずほ信託銀⾏株式会社 登録⾦融機関 関東財務局⻑(登⾦)第34号 ○ ○ ○

ソニー銀⾏株式会社 登録⾦融機関 関東財務局⻑(登⾦)第578号 ○ ○ ○

株式会社ジャパンネット銀⾏ 登録⾦融機関 関東財務局⻑(登⾦)第624号 ○ ○

株式会社イオン銀⾏ 登録⾦融機関 関東財務局⻑(登⾦)第633号 ○

株式会社トマト銀⾏ 登録⾦融機関 中国財務局⻑(登⾦)第11号 ○

＜備考欄の表示について＞

※１ 記載の日付より新規お取扱いを開始します。

※２ 記載の⽇付以降の新規お取扱いを⾏いません。

※３ 新規のお取扱いを⾏っておりません。

＜ご留意事項＞

・上記掲載の販売会社は、今後変更となる場合があります。

・上記掲載以外の販売会社において、お取扱いを⾏っている場合があります。

・詳細は販売会社または委託会社までお問い合わせください。

アジア・ハイ・イールド債券ファンド（毎月分配型）円ヘッジコース


